
審 議 票 

    R4.4.27 Ⅳ-１ 

審議項目 個人情報ファイル簿，個人情報取扱事務目録 

関 係 規 定 
現行条例 新法 

第 7 条 第 74 条，第 75 条 

移行パターン 

規定がなくなる 規定が変わる 新規 

・個人情報取扱事務の届出 ― 
・個人情報ファイル簿の作

成及び公表 

新条例への 

規定の可否 

・ 個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳簿を作

成し，公表することは条例に規定できる。（法第 75 条第 5 項） 

・ 団体内部の手続に関する規律で，個人情報保護やデータの流通に直接影響を与えない

事項については，条例に規定できると考えられる。 

  ※ 関係規定は，別紙参照 
   

項 目 

と 

論 点 

１ 個人情報ファ

イル簿の作成

及び公表 

① 保有等に関する事前通知に類する制度の要否 
② 本人の数が 1,000 人に満たないなど作成・公表義務のない個人情報

ファイルの取扱い 

③ 個人情報ファイル簿に記載する事項の追加 
④ 審議会の関与 

２ 個人情報取扱

事務目録の取

扱い 

① 個人情報ファイル簿と別に帳簿（個人情報取扱事務目録）を作成す

ることの要否 

  

考 え 方 

（ 案 ） 

＜１，２について＞ 

① 本市の個人情報ファイルの保有状況等を一元的に把握するとともに，個人情報ファ

イル簿の作成・公表に係る制度を統一的に運用するため，現行条例第 7 条の個人情報

取扱事務の届出や新法第 74 条の事前通知を参考に，実施機関の市長への届出義務につ

いて条例に規定したい。 
② 個人情報ファイル簿の作成・公表については，新法で対象とされる個人情報ファイ

ルのみとするが，本人の数が 1,000 人に満たない個人情報ファイルの保有の有無等も

分かるような公表方法を検討している。 
③ 個人情報ファイル簿の記載事項である記録情報の提供先については，法定の経常的

な提供先に加えて，法第 69 条第 2 項の「相当の理由」や「特別の理由」があるとして

目的外提供を行った際の提供先なども知ることができるよう工夫したい。 

④ 審議会には，本市における個人情報保護制度の運用状況を報告することとし，その

中で①の届出の状況についても報告することを検討している。（審議票Ⅳ-３参照） 

⑤ 現行の個人情報取扱事務目録については，新たに個人情報ファイル簿を作成・公表

することにより，基本的にはその役割が個人情報ファイル簿へ移行するため，廃止し

たい。 

  

主な意見 後日記載 
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 （定義） 

第６０条 （略） 

２ この章及び第８章において「個人情報ファイル」と

は，保有個人情報を含む情報の集合物であって，次に

掲げるものをいう。 

⑴ 一定の事務の目的を達成するために特定の保有

個人情報を電子計算機を用いて検索することがで

きるように体系的に構成したもの 

⑵ 前号に掲げるもののほか，一定の事務の目的を

達成するために氏名，生年月日，その他の記述等に

より特定の保有個人情報を容易に検索することが

できるように体系的に構成したもの 

 

 

 

 

 

→ 電算処理ファイル 

 

 

→ マニュアル処理ファイル 

（個人情報取扱事務の届出） 

第７条 実施機関は，個人情報取扱事務を開始しようと

するときは，あらかじめ，次の各号に掲げる事項を市

長に届け出なければならない。 

⑴ 個人情報取扱事務の名称及び目的 

⑵ 個人情報取扱事務を所掌する組織の名称 

⑶ 個人情報の対象者の範囲 

⑷ 個人情報の項目 

⑸ 個人情報の収集先 

⑹ 個人情報の電子計算機処理を行うときは，その旨 

⑺ 次条第１項ただし書の規定に基づく個人情報の

利用又は提供を経常的に行うときは，その利用の範

囲又は提供先の名称 

⑻ 前各号に掲げるもののほか，市長が定める事項 

２ 実施機関は，前項の規定により届け出た事項を変更

し，又は届出に係る個人情報取扱事務を廃止したとき

は，遅滞なくその旨を市長に届け出なければならな

い。 

（個人情報ファイルの保有等に関する事前通知） 

第７４条 行政機関（会計検査院を除く。以下この条に

おいて同じ。）が個人情報ファイルを保有しようとす

るときは，当該行政機関の長は，あらかじめ，個人情

報保護委員会に対し，次に掲げる事項を通知しなけ

ればならない。通知した事項を変更しようとすると

きも，同様とする。 

⑴ 個人情報ファイルの名称 

⑵ 当該機関の名称及び個人情報ファイルが利用に

供される事務をつかさどる組織の名称 

⑶ 個人情報ファイルの利用目的 

⑷ 個人情報ファイルに記録される項目（以下この

節において「記録項目」という。）及び本人（他の

個人の氏名，生年月日その他の記述等によらない

で検索し得る者に限る。次項第９号において同

じ。）として個人情報ファイルに記録される個人の

範囲（以下この節において「記録範囲」という。） 

⑸ 個人情報ファイルに記録される個人情報（以下

この節において「記録情報」という。）の収集方法 

⑹ 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは，

その旨 

⑺ 記録情報を当該機関以外の者に経常的に提供す

る場合には，その提供先 

⑻ 次条第３項の規定に基づき，記録項目の一部若

しくは第５号若しくは前号に掲げる事項を次条第

１項に規定する個人情報ファイル簿に記載しない

こととするとき，又は個人情報ファイルを同項に

規定する個人情報ファイル簿に掲載しないことと

するときは，その旨 

⑼ 第７６条第１項，第９０条第１項又は第９８条

第１項の規定による請求を受理する組織の名称及

び所在地 

⑽ 第９０条第１項ただし書又は第９８条第１項た

だし書に該当するときは，その旨 

⑾ その他政令で定める事項 

○ 新法第 74 条は，本市には適用され

ない。 

○ 国の行政機関は，個人情報ファイル

の保有等に関して，あらかじめ個人情

報保護委員会へ通知しなければなら

ない。 

 

○ 新法第 74 条第 1 項の⑴～⑺,⑼,⑽

の事項は，個人情報ファイル簿の記載

事項（法第 75条第 1 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 開示等請求の窓口 

 

 

→ 個人情報保護法以外の訂正や利用

停止請求手続がある場合 

→ 保有開始の予定年月日，通知した事

項を変更する予定年月日，第 10 号に

該当する場合の当該法令の条項 

 ２ 前項の規定は，次に掲げる個人情報ファイルにつ

いては，適用しない。 

⑴ 国の安全，外交上の秘密その他の国の重大な利

益に関する事項を記録する個人情報ファイル 

⑵ 犯罪の捜査，租税に関する法律の規定に基づく

犯則事件の調査又は公訴の提起若しくは維持のた

めに作成し，又は取得する個人情報ファイル 

⑶ 当該機関の職員又は職員であった者に係る個人

情報ファイルであって，専らその人事，給与若しく

は福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項

を記録するもの（当該機関が行う職員の採用試験

に関する個人情報ファイルを含む。） 

⑷ 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するため

の個人情報ファイル 

⑸ 前項の規定による通知に係る個人情報ファイル

に記録されている記録情報の全部又は一部を記録

した個人情報ファイルであって，その利用目的，記

録項目及び記録範囲が当該通知に係るこれらの事

項の範囲内のもの 

⑹ １年以内に消去することとなる記録情報のみを

記録する個人情報ファイル 

⑺ 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務

上必要な連絡のために利用する記録情報を記録し

た個人情報ファイルであって，送付又は連絡の相

手方の氏名，住所その他の送付又は連絡に必要な

事項のみを記録するもの 

⑻ 職員が学術研究の用に供するためその発意に基

づき作成し，又は取得する個人情報ファイルであ

って，記録情報を専ら当該学術研究の目的のため

 

○ ⑴～⑽は，個人情報ファイル簿の作

成・公表の対象外（法第 75 条第 2 項

第 1 号） 
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に利用するもの 

⑼ 本人の数が政令で定める数に満たない個人情報

ファイル 

⑽ 第３号から前号までに掲げる個人情報ファイル

に準ずるものとして政令で定める個人情報ファイ

ル 

⑾ 第６０条第２項第２号に係る個人情報ファイル 

 

→ 政令で定める数：1000 人 

 

→ 他の行政機関等の職員，第 3号の職

員等の被扶養者や遺族などの人事，給

与，福利厚生等に係るもの 

 ３ 行政機関の長は，第１項に規定する事項を通知し

た個人情報ファイルについて，当該行政機関がその

保有をやめたとき，又はその個人情報ファイルが前

項第９号に該当するに至ったときは，遅滞なく，個人

情報保護委員会に対しその旨を通知しなければなら

ない。 

 

３ 市長は，前２項の規定による届出を受理したとき

は，遅滞なく当該届出に係る事項を審議会に報告しな

ければならない。この場合において，審議会は，当該

報告に係る事項について，実施機関に対し，意見を述

べることができる。 

  

４ 市長は，第１項及び第２項の規定による届出に係る

事項を記載した目録を作成し，一般の閲覧に供さなけ

ればならない。 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第７５条 行政機関の長等は，政令で定めるところに

より，当該行政機関の長等の属する行政機関等が保

有している個人情報ファイルについて，それぞれ前

条第１項第１号から第７号まで，第９号及び第１０

号に掲げる事項その他政令で定める事項を記載した

帳簿（以下この章において「個人情報ファイル簿」と

いう。）を作成し，公表しなければならない。 

○ 地方公共団体の機関にも，個人情報

ファイル簿の作成，公表が新たに義務

付けられる。 

○ 政令で次のようなことが定められ

ている。 

 ・ 個人情報ファイルを保有するに至

ったときは，直ちに作成（行政機関

等ごとに一の帳簿） 

 ・ 記載すべき事項に変更があったと

きは，直ちに修正 

 ・ 個人情報ファイルの保有をやめた

とき，本人の数が 1,000 人未満にな

ったときは，遅滞なく，当該ファイ

ルの記載を消除 

 ・ 作成したときは，遅滞なく，当該

行政機関等の事務所に備えて置き

一般の閲覧に供するとともに，イン

ターネットの利用等の方法により

公表 

○ 新法第 110 条等の規定により，行政

機関等匿名加工情報の提供等に関す

る事項の記載も必要 

 ２ 前項の規定は，次に掲げる個人情報ファイルにつ

いては，適用しない。 

⑴ 前条第２項第１号から第１０号までに掲げる個

人情報ファイル 

⑵ 前項の規定による公表に係る個人情報ファイル

に記録されている記録情報の全部又は一部を記録

した個人情報ファイルであって，その利用目的，記

録項目及び記録範囲が当該公表に係るこれらの事

項の範囲内のもの 

 

 

 

 

⑶ 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものと

して政令で定める個人情報ファイル 

（作成・公表の対象とならないもの） 

 

○ …個人情報ファイル簿を作成・公表

することで特定の個人が識別される

場合など，法の趣旨に反しない限り，

本人の数が政令で定める数未満の個

人情報ファイルについて，作成・公表

を行うことは妨げられません。ただ

し，本人の数が 1,000 人未満の個人情

報ファイルは，行政機関等匿名加工情

報の提案募集の対象外です。（「Ｑ＆

Ａ」（R4.2 月 個人情報保護委員会事務

局）） 

→ マニュアル処理ファイルで，その利

用目的及び記録範囲が公表に係る電

算処理ファイルの利用目的及び記録

範囲の範囲内であるもの 

 

 

 

 ３ 第１項の規定にかかわらず，行政機関の長等は，記

録項目の一部若しくは前条第１項第５号若しくは第

７号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し，

又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載

することにより，利用目的に係る事務又は事業の性

質上，当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障

を及ぼすおそれがあると認めるときは，その記録項

目の一部若しくは事項を記載せず，又はその個人情

報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載しないこと

ができる。 

（記載等をしないことができるもの） 

 

○ 記録項目の一部，収集方法，提供先

について，当該事務・事業の遂行に著

しい支障を及ぼすおそれがあるとき

は，その事項等を記載しないことや，

個人情報ファイルを掲載しないこと

ができる。 

 ４ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人につい

ての第１項の規定の適用については，同項中「定める

事項」とあるのは，「定める事項並びに記録情報に条

例要配慮個人情報が含まれているときは，その旨」と

する。 

○ 条例要配慮個人情報を定めた場合，

個人情報ファイル簿に記載すること

となる。 

 ５ 前各項の規定は，地方公共団体の機関又は地方独

立行政法人が，条例で定めるところにより，個人情報

ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する

事項を記載した帳簿を作成し，公表することを妨げ

るものではない。 

（別の帳簿の作成，公表） 

 

○ 個人情報ファイル簿以外の帳簿（現

行条例の個人情報取扱事務目録）を作

成し，公表することが可能。 

 


